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【会議録（概要）】 
会議名 第 3回越谷市下水道事業運営審議会 

開催日時 令和 7年 4月 22 日（火） 午前 10 時 00 分～午前 12 時 00 分 

開催場所 越谷市役所本庁舎 6階 会議室 

件名／議題 

【第 3回】 

1.開会 

2.議事 

越谷市下水道事業経営戦略の改定について 

3.閉会 

出席委員 

（9人） 

浅野 要二 委員 大沢 昌玄 委員 

下田 正樹 委員 古屋 秀樹 委員 

宮下 智之 委員 小松 幸彦 委員 

平野 慎也 委員 深井 晃 委員 

小島 清子 委員  

欠席委員 

（2人） 

佐藤 勝 委員 中村 千代子 委員 

  

職員 

建設部長 北村 真一 

下水道経営課長 山本 剛 

下水道事業課長 篠﨑 康雄 

下水道経営課副課長 村山 雄大 

下水道事業課副課長 秋葉 友洋 

下水道事業課副課長 荻野 将弘 

下水道経営課主査 秋本 瞳 

下水道経営課主任 下田 歩美 

下水道経営課主事 川本 龍之介 
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審議内容等（要旨） 

 ○職員紹介及び部長あいさつ 

  

 ○事務局より定数報告 

事務局 委員は過半数以上が出席のため、越谷市下水道事業運営審議会条

例第６条第２項の規定により会議は成立している。 

  

 ○議長の決定 

事務局 越谷市下水道事業運営審議会条例第５条第３項の規程により会長

が議長に就任した。 

  

 ○開会宣言 

  

 ○議長より審議会の公開に関する説明 

◆議長 当審議会は、越谷市下水道事業運営審議会の公開に関する取扱要

綱に基づき原則公開で進める旨の説明を行った。 

  

 ○傍聴者の確認及び報告 

事務局 傍聴については、「越谷市審議会等の設置及び運用に関する要綱」

に基づきホームページで事前に公表し、希望者は１名だったことが

報告された。 

  

 ○傍聴者の入場 

  

 ○会議録署名委員の指名 

◆議長 審議会運営規程第４条第２項に定められている、会議録署名委員

の指名を行った。 

条例の委員選出区分順である、平野委員、深井委員が指名された。 

  

 ○議事の上程 

◆議長 本日の議事は「越谷市下水道事業経営戦略の改定について」である

ため、事務局に説明を要請した。 

  

事務局 事務局は資料に基づき議事について説明を行った。説明内容は以
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下の通り。 

  

 （P1）中間答申について 

令和７年１月１６日に行われた「越谷市公共下水道事業計画の変

更について」大沢会長および深井副会長より市長へ中間答申を行っ

たことについて報告した。 

  

 （P2・P3）八潮道路陥没事故について 

八潮市で発生した道路陥没事故の状況および今後見込まれる経費

について、現時点で中川流域関連市町の負担はないこと、将来的に負

担額が増加する可能性があることを説明した。 

  

 （P4）地方公営企業会計とは 

地方公営企業会計の仕組みについて説明した。 

  

 （P5）下水道事業会計の仕組み 

下水道事業の会計に関する基本情報について説明した。 

  

 （P6）経営戦略について 

経営戦略の概要および計画の構成について説明した。 

  

 （P7）経営戦略改定の背景 

経営戦略について、総務省の通知を基に、改定の背景および投資・

財政計画に盛り込むべき内容について説明した。 

  

 （P8）経営指標について 

経営戦略を策定した令和２年度末時点と、直近の実績である令和

５年度末時点の経営指標の比較について説明した。 

  

 （P9）県内下水道事業の経営状況 複数指標を組み合わせた分布図 

令和５年度決算時の指標を複数組み合わせた県内市町村の分布図

(汚水処理原価・経費回収率)を提示し、越谷市は令和５年末時点にお

いて経費回収率１０７．４％、汚水処理原価１１７．２円であり、当

指標において望ましい状況であると説明した。 

  

 （P10）県内下水道事業の経営状況 複数指標を組み合わせた分布図 
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令和５年度決算時の指標を複数組み合わせた県内市町村の分布図

(有形固定資産減価償却率・経常収支比率)を提示し、越谷市は令和５

年度末時点において有形固定資産減価償却率１５．１％、経常収支比

率１１１．０％であり、県内市町村と比較し良い状況であると説明し

た。 

  

 （P11）投資・財政計画 素案 （P12）投資・財政計画の比較 

改定に伴い試算した投資・財政計画を提示し、収益的収入について

は、主に使用料収入が実績および今後の人口減少を踏まえ下方修正

であること、収益的支出については、主に給与費は給与改定、動力費

および修繕費並びに材料費は物価上昇を加味し増加傾向であるこ

と、維持管理負担金は埼玉県より示されている単価を基に試算して

いること、支払利息は金利上昇および今後の借入見込を踏まえ増加

傾向であることを説明した。 

  

 （P13）投資・財政計画 素案 （P14）投資・財政計画の比較 

改定に伴い試算した投資・財政計画を提示し、純利益については主

に下水道使用料の減収や維持管理負担金の増加の影響から減少傾向

にあり、令和１３年度以降は純損失が発生する見込みであること、ま

た、現預金については令和５年度末から同水準の見込みであること

を説明した。 

  

 （P15）投資・財政計画 素案 （P16）投資・財政計画の比較 

改定に伴い試算した投資・財政計画を提示し、資本的支出について

は、建設改良費は各計画および個別事業に基づき作成し、増加傾向で

あること、企業債残高については建設改良費の増加に伴い令和５年

度末と同水準の見込みであることを説明した。 

  

 （P17）経営指標の他団体比較 

試算した投資・財政計画に基づく経営指標について、経費回収率は

令和１１年度以降１００％を下回る見込みであること、経常収支比

率は令和１３年度以降１００％を下回る見込みであることを説明し

た。 

  

 （P18）経営指標の他団体比較 

試算した投資・財政計画に基づく経営指標について、流動比率は将
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来的に改善されるものの、他団体と比較し依然低い状況であること、

有形固定資産減価償却率は令和５年度末時点では他団体と比較し低

いものの、将来的には施設の老朽化が進み指標も高くなることを説

明した。 

  

 （P19）健全な経営を維持するために 

  越谷市が更新投資期であること、施設の更新には財源の適切な投

資が必要であることを説明した。 

  

 （P20）健全な経営を維持するために 

  健全な経営を維持するために越谷市が目指すべき方向性につい

て、経費回収率、経常収支比率、営業収益対資金残高比率、現預金の

見込みと望ましい状況を提示し説明した。 

  

 （P21）健全な経営を維持するために 

  投資・財政計画から分析できる課題について説明し、経営維持のた

めに、自己財源の運営を行うか、下水道使用料の見直しを行うか、そ

れぞれの影響を踏まえ説明した。 

  

 （P22）【補足】整備方法による費用負担 

  公共下水道と合併処理浄化槽の維持管理にかかる費用負担の比較

を説明した。 

  

 （P23）【補足】用語説明 

  

 ○質疑応答 

◆議長 ご意見、ご質問等があれば発言をお願いしたい。 

  

○委員 今回、自己財源で運営を行うか、または使用料の見直しを行うかの

点について審議し、据え置くか改定するか方向性を取りまとめると

いう認識で良いか。 

  

事務局 ご認識の通りである。 

  

○委員 各指標から、現時点ではよいが将来的に悪くなるという印象を受

ける。仮に下水道使用料を改定する場合は、どのようなスケジュール
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になるのか。 

  

事務局 下水道使用料について、算定期間は５年であるため、今回見直さな

い場合は５年後というのが基本であるが、状況によっては例えば３

年後に見直すようなことも視野に入れ議論させていただきたい。 

  

○委員 資料(P9・P10)県内下水道事業の経営状況について、現在越谷市は

望ましい状況であるが、使用料算定期間である５年後までは問題な

いという認識で良いか。 

  

事務局 経費回収率については、令和１１年度より１００％を下回る見込

みである。汚水処理原価についてはすぐに１５０円になるというこ

とはないと見込んでいる。 

  

○委員 資料(P8)経営指標について、流動比率および営業収益対資金残高

比率については他団体と比較し低いと記載があるが、他団体とはど

こを示すのか。 

  

事務局 同程度の規模の団体と比較している。 

  

◆議長 同程度とは、人口が同程度なのか、下水道事業としての規模が同程

度なのか、または流域下水道関連市町の中の同程度の市町なのかお

示しいただきたい。 

  

事務局  中核市は３０万人以上であるため、同規模として川越市や川口市

などが挙げられる。 

  

○委員  資料上にはないようだが、流動比率および営業収益対資金残高比

率の数値は下がっていくという認識で良いか。 

  

事務局 計画期間内の指標は改善しているが、同規模団体と比較すると依

然低く課題である。 

  

◆議長 資料(P8)について、事務局より同規模程度の団体をお示しし、次回

以降説明いただきたい。 
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○委員  資料(P22)整備方法による費用負担について、公共下水道の整備計

画を縮小することが前回までの審議内容かと思うが、公共下水道整

備区域内に合併処理浄化槽を設置するという認識で良いか。 

  

事務局  維持管理にかかる費用負担の比較であり、公共下水道の維持管理

費が安い傾向である。 

  

○委員  費用負担について詳しくお示しいただきたい。合併処理浄化槽は

負担が大きいのか。 

  

事務局  資料(P22)でお示ししている例では、公共下水道の費用負担が少な

いが、下水道使用料は、使用水量によって異なってくるので、使用し

ている人数によっては公共下水道の方が大きい負担となる可能性も

ある。 

  

○委員 資料(P12)投資・財政計画の比較について、中川流域下水道維持管

理負担金の単価改定が記載されているが、中川流域下水道建設費負

担金の費用についてお示しいただきたい。建設負担金が増加するこ

とで経営戦略の減価償却費についても増加するという認識で良い

か。 

  

事務局 建設負担金については、埼玉県の毎年度の予算に対して、２分の１

を埼玉県、２分の１を中川流域下水道構成市町が割合に応じて負担

することとなっている。負担することとなった費用については、企業

債を財源するため、すぐに負担が増えることはないが、企業債の償還

費用や利息の支払いが生じるため、後年に負担が生じることとなる。

また、埼玉県の建設に要した費用の一部は維持管理負担金の算定に

含まれるため、維持管理負担金の負担増加につながる可能性もある。 

  

○委員 資料(P3)八潮道路陥没事故について、埼玉県は事業費について企

業債を充当すると説明があったが、そのうち７割が交付税、残り３割

が中川流域下水道構成市町の負担ということでよろしいか。 

  

事務局 八潮道路陥没事故について、埼玉県は事業費の財源全てを企業債

で賄ったと伺っている。資料(P3)のとおり、企業債から発生する支払

利息については、国からの交付税を除いた額は今後中川流域下水道
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構成市町に負担をお願いすることになることとなる。 

   

○委員 その場合、支払利息などは今後負担が増えるという認識で良いか。 

  

事務局 越谷市の支払利息が増えるわけではなく、中川流域下水道維持管

理負担金の単価が増額する可能性があるということである。 

  

○委員 資料(P3)八潮道路陥没事故について、維持管理負担金の将来負担

の試算などはあるか。 

  

事務局 現時点で試算の目安となるものはない。 

  

○委員 資料(P12)投資・財政計画の比較について、中川流域下水道維持管

理負担金の見通しについて、令和１２年より更に増加している理由

は。 

  

事務局 令和６年度までは単価４０円であった。令和７年から令和１１年

までの埼玉県の算定では、本来令和７年度より単価４８円にするこ

とで収支の均衡がとれるが、算定期間において累積収支差額を取り

崩し充当することで、単価４３円に抑え、改定した経緯がある。累積

収支差額は令和１１年度末で使い切る予測であるため、１２年度以

降は単価４８円を見込み試算を行っている。 

  

○委員 資料(P16)投資・財政計画の比較について、建設改良費の見込みが

増額しているが、令和１２年度から大きく減少している理由は。 

  

事務局 事業費が大きく増額している理由として、雨水に関する個別事業

の経費を計上していることが挙げられる。国からの補助金等を財源

とし、集中的に行う事業である。 

  

◆議長 雨水関係の事業により令和８年から令和１２年ごろにかけて大き

く増加し、事業が終わることでまた横ばい傾向になるという認識で

良いか。 

  

事務局 ご認識の通りである。 
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○委員 資料(P22)整備方法による費用負担について、合併処理浄化槽は５

人槽で約６万円と記載があるが、１人の場合、１万２千円の負担にな

るということか。 

  

事務局 合併処理浄化槽は自宅に槽を設置するため、住まいの人数によら

ず５人槽であれば約６万円の費用負担が発生することになる。 

  

○委員 公共下水道の場合、大雨や災害などで水を流せない状況が発生す

るが、合併処理浄化槽の場合、自宅で処理ができる点において非常に

効果的と考えている。合併処理浄化槽を普及することを視野に入れ

るならば資料で示していただきたい。 

  

事務局 資料(P22)について、使用料を見直すとなると、同じ受益を得てい

る合併処理浄化槽との費用負担の差について試算が必要と考え、ラ

ンニングコストの比較を記載している。 

  

○委員 合併処理浄化槽の設置は敷地面積に対するものとして建築基準法

で定められているのではないか。現在、公共下水道整備区域内に合併

処理浄化槽を設置することはできないが、区域外に合併処理浄化槽

を設置する場合、補助金がでるため、実際の費用負担は異なるのでは

ないか。 

  

事務局 公共下水道整備区域内に合併処理浄化槽を新設することはできな

い。補助金は、合併処理浄化槽の区域において、汲み取り式便槽など

から合併処理浄化槽に転換する場合に交付されるものである。新設

の場合、現時点では補助金の交付はない。 

  

◆議長 合併処理浄化槽の設置は恐らく越谷市まちの整備に関する条例で

決められているのでは。 

  

事務局 回答を保留させていただく。 

  

○委員 今回の議論は５年間の収支見直しだと捉えている。そのためには

現状の理解が非常に重要である。資料(P17・P18)で示されているグラ

フから、少なくとも現状は経営上良い状況であるのに対して、使用料

算定期間の最終年度である令和１２年度の指標が現状で適当か、現
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行の使用料体系で良いのかが一番の議論と考えている。 

資料(P17)の経費回収率の場合、令和１２年度時点で９３．０％で

あり経費を使用料で賄えていないことになるが、それでも現行の使

用料設定で良いのか。経常収支比率についても、令和１２年度時点で

は１００％であるものの、八潮市の道路陥没事故を受け、関連市町の

負担が増加する可能性が否定できない中、１００％を担保できるの

かも重要と考えている。 

資料(P18)の流動比率では、現状で１００％を下回り、資金ショー

トのリスクも背負っていると感じる。 

事務局から指標を何パーセントにしたいのかという目標設定の提

示および指標の見方を説明する必要があるのではないか。 

  

事務局 意見を踏まえて次回以降の資料に反映させていただく。 

  

○委員 人口減少が進む中、事業を維持するためには一人当たりの単価を

上げざるを得ないと感じる。人口減少に応じて下水道の整備範囲を

縮小するような考えはないのか。 

  

事務局 全国的には下水道事業そのものの縮小を検討している団体もある

が、現時点では越谷市は縮小について検討していない。今回の経営戦

略の計画期間においては越谷市の市街地における人口減少は少ない

と予測している。 

  

○委員 資料(P20)の営業収益対資金残高比率および現預金について、類似

団体平均と比較し大きく下回っているが、目標として近づけていき

たいと考えているのか、もしくは理由があり下回っているのか。 

  

事務局 災害等のリスクを考えると、資金を十分に確保する必要があるた

め、目標として近づけていくべきと考えている。 

  

◆議長 八潮市の道路陥没事故は流域下水道の大きな下水道管のため甚大

な被害がでた。越谷市については流域下水道と比較すると下水道管

は小さいが、口径によらず維持管理上のリスクに備えた資金充足は

必要である。 

  

◆議長  資料(P9)県内下水道事業の経営状況について、汚水処理原価が 
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１５０円以下が望ましい理由は。 

  

事務局  総務省より１５０円以下が望ましいとして基準が示されている。 

  

事務局  回答を保留していた浄化槽の設置については、浄化槽の運営指針

により、面積ごとに適用浄化槽が示されているものである。 

  

◆議長 資料(P21)に記載されているとおり、経費回収率は使用料算定期間

内において１００％を下回っているため、今回、使用料の改定を実施

しない場合でも、近い将来の使用料の改定時期については検討が必

要である。本日の審議内容を踏まえて、事務局より使用料の改定をす

る場合の具体的な資料を提示していただきたい。 

浄化槽との比較については、現時点で議論すると混乱を招く可能

性があるため、まずは公共下水道において具体的な数値と目標を示

していただきたい。 

場合によっては審議会の開催回数を増やすことについて了承いた

だきたい。 

  

○委員 資料(P21)について、経営維持のために考えられる選択肢として、

自己財源の運営、または下水道使用料の見直しがあるが、各指標を見

る限り使用料の見直しをせざるを得ない状況だと感じる。 

八潮市の道路陥没事故によって埼玉県は数百億という費用が生じ

ている。どの自治体も災害などのリスクを背負っている中、少しでも

早い時期に使用料を上げておかないと非常事態に対応できない状況

になってしまう。 

市民として下水道使用料を上げたくない気持ちはあると思うが、

５年や１０年の収支ではなく、２０年、３０年と長い目で見て、今か

ら下水道使用料の見直しを行わないといけない、というような説明

が必要だと感じる。事務局で検討していただきたい。 

  

◆議長 下水道のようなインフラが事故や災害で急に使用できなくなる可

能性があることは、八潮市の道路陥没事故などもあり市民の方々は

関心が広まっていると感じる。その費用については計上していかな

ければならないと感じる。 

  

○委員  同じく、下水道使用料の見直しは必要だと考える。八潮市の道路陥
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没事故は最近の出来事であり、市民の関心も高い。加えて、報道等で

も道路や下水道のようなインフラの陥没について取り上げられるこ

とが増えた現在、下水道使用料の改定は実施しやすいのでは。 

  

○委員  収支を均衡させることを目的に使用料を改定し、大幅な改定にな

ると、市民からの反対意見は増える。中川流域下水道維持管理負担金

についても、将来的に単価４８円になる見込みであるが、いきなり５

円単価を上げるのではなく、１円ずつの増額になるよう埼玉県に要

望を出すなど、市民への影響が大きく増えることがないよう市とし

て配慮していただきたい。 

  

○委員 昨今の物価上昇が使用料改定の妨げになっていると感じる。市民

事情を踏まえて使用料を据え置くという考えもあると思うが、改定

時期などの判断は事務局で行うべきでは。 

  

○委員 環境の視点から意見したい。新方川において春日部市内の中継ポ

ンプ場から実施されていた緊急放流について、放流されていた汚水

は処理水とされているが、三郷市の終末処理場と比較するととても

程度の低いものであったと考えている。有機物が川底に蓄積し、今後

気温が上昇し有機物の分解が進むことで腐敗臭が発生すると、地域

住民からの反発が増えると考えている。生活環境の悪化に対する対

応についても県に要望していただきたい。 

  

○委員 環境問題について解決するとなると、当然コストがかかる。下水道

使用料を見直さずに、問題のみ解決するのは難しいと考える。環境改

善や施設の維持管理を行うために、市民はどこまで負担できるのか。

負担を増やしたくないのであれば、事業を取り巻く問題は解決しな

い。 

下水道使用料の改定の際、市民がどこまで情報を与えられている

のかは重要である。下水道使用料を改定することで、災害などのリス

クに対応できるようにしたいという説明が必要と考える。 

また、どこまで行政サービスを実施するのかを判断する必要があ

る。例えば、八潮市の道路陥没事故に関連すると、河川への放流箇所

に簡易的な処理場や、大きな合併処理浄化槽を設置すれば当然環境

への影響は低下する。しかしながらコストがかかるため、その分市民

負担は増える。 




